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1-1.はじめに

消防行政上における「火災」とは、『人の意図に反して発生し若しくは拡大し、又は放火

により発生した消火の必要がある燃焼現象であって、これを消火するためには消火施設又

はこれと同程度の効果のあるものの利用を必要とするもの、又は人の意図に反して発生し

若しくは拡大した爆発現象』をいう。

火災は、地震や台風等の災害のように場所や時間等を予測することが難しい。また、誰

もが一度は経験したことがある災害とまでは言えず、地震や台風等の災害に比べても経験

者は少ない。しかし、火災に対して漠然とした恐ろしさを感じつつも生活ができるのは、

火災が人命や財産を奪う現象だと認識され、火災予防に対する様々な方策が取られている

からである。

1-2.研究の背景と目的

私は中学校教諭として 11 年間勤務していた。避難訓練や消火訓練、不審者対策等、安全

教育には一職員として関わってきていたが、火災に対する知識は、避難誘導に最低限必要

なもの程度であった。現在、大学の授業等で火災を学ぶたびに、改めて自分自身の認識の

甘さを実感しながら、当時の未熟さを反省していた。

そんな中で起こったのが、2011 年 3 月 11 日に起きた東日本大震災である。多くの方が

被災され、避難場所として小学校や中学校などの学校施設で長い期間、不自由な生活を余

儀なくされていた。その結果、学校施設が災害時における地域住民の応急避難場所として

の役割が再認識されたと同時に、様々な課題も見えてきた。避難所の施設・整備は、各地

方公共団体が地域の防災計画に基づき整備に努めるものとされ、文部科学省の緊急提言 1-1）

においては、教育委員会と防災担当部局が連携し検討しておく必要があると示している。

それらを踏まえ、2011 年（平成 23 年）（岩手県、宮城県、福島県分は除く）、2012 年（平

成 24 年）に、国立教育政策研究所では、全国の公立学校を対象として学校施設の防災機能

に関する実態調査 1-2）を行った。

表 1-1 避難所に指定されている学校数・割合

全学校数

（校）
避難所指定

学校数（校）

割合
（％）

全学校数

（校）
避難所指定

学校数（校）

割合
（％）

平均割合

（％）

29,995 27,997 93.3 31,642 29,580 93.5 93.4

高等学校等 3,385 2,286 67.5 3,578 2,478 69.3 68.4

特別支援学校 805 230 28.6 868 275 31.7 30.2

合計 34,185 30,513 89.3 36,088 32,333 89.6 89.5

2012（Ｈ24）年5月

都道府県立学校

市町村立学校

学校種別

2011（Ｈ23）年5月
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表 1-1 によると、2 年間の平均を見ても、全国の公立学校の 89.5％が避難場所に指定され

ていることがわかる。特に市区町村立学校は 93.4％とさらに高い。文部科学省の学校基本

調査によると、公立小学校、中学校数は平成 24 年 32,159 校であることから、表 1-1 の全

学校数のほとんどを占めていることがわかる。

下図 1-1 は、避難所として必要と考えられる防災機能の検討について（表 1-1）の問いに

対し、検討が済んでいるまたは現在検討していると回答したのは、全国 1759 市区町村で

51％、47 都道府県では 41％に留まっていることがわかる。

次に、学校施設を応急避難場所とする際の施設利用計画等の策定状況について、災害時

マニュアルに避難所機能が盛り込まれているかという問いに対し、平均でどちらも 41.5％
に留まっていることがわかる。

5, 
(11%)

14, 
(30%)

8, 
(17%)

20,
(42%)

210, 
(12%)

682, 
(39%)517, 

(29%)

350, 
(20%)

図1-1 避難所として必要と考えられる防災機能の検討（2012年のみ）

検討が済んでいる

現在検討している

上記計画等の見直

しが済み次第検討

する予定
検討の予定はない

外側：全国1759市区町村

内側：47都道府県

14,
(32%)

30, 
(68%) 24,

( 51%)

23, 
(49%)

図1-2 学校施設を応急避難場所とする

際の施設利用計画等の策定状況

【47都道府県】

避難所機能を

考慮した災害

時のマニュア

ルを策定

災害時のマ

ニュアルに避

難所機能は盛

り込まれてい

ない等

47都道府県

外側：2012年
内側：2011年

537, 
(33%)

1,104, 
(67%)

645,
(37%)

1,114, 
(63%)

図1-3 学校施設を応急避難場所とす

る際の 施設利用計画等の策定状況

【全国1,759市区町村】

避難所機能を

考慮した災害

時のマニュア

ルを策定

災害時のマ

ニュアルに避

難所機能は盛

り込まれてい

ない等

全国1,759市区町村

外側：2012年
内側：2011年
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2, 
(4%) 7, 

(16%)

35, 
(80%)

8, 
(17%)

10, 
(21%)29, 62%

図1-4  学校施設の設計や建設における地域防災への

配慮【47都道府県】

避難所指定にかかわらずすべてを配慮している

避難所指定や地域住民から要望があった場合に配慮

47都道府県

外側：2012年

内側：2011年

324, 
(20%)

341, 
(21%)976,

(59%)

471, 
(27%)

517, 
(29%)

771, 
(44%)

図1-5 学校施設の設計や建設における地域防災への

配慮【全国1,759市区町村】

避難所指定にかかわらずすべてを配慮している
避難所指定や地域住民から要望があった場合に配慮
特別な配慮はしていない

全国1,759市区町村

外側：2012年

内側：2011年

最後に、学校施設の設計や建設における地域防災への配慮についてである。この１年間

で増えているが、47 都道府県は 2 年平均 29％、全国 1,759 市区町村の 2 年平均で 49.5％
とまだまだ低い状況は変わらない。

以上のことから、90％以上の公立学校で避難場所の指定を受けておきながらも、

① 避難場所として必要と考えられる防災機能の検討（2012 年平均 45.5％）

② 学校施設を応急避難場所とする際の施設利用計画等の策定状況（2012 年平均 44％）
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③ 学校施設の設計や建設における地域防災への配慮（2012 年平均 47.5％）

という、すべてにおいて 50％以下という状況である実態が明らかになった。

今後、学校施設のあり方が大きく見直されることを踏まえ、学校施設が避難場所として

非特定多数が一泊以上宿泊する施設として、現行法ではどの程度安全なのか、学校施設

の現状を把握することがまずは重要であると考える。

また、近年、木造 3 階建て学校実大火災実験などにより、学校施設が注目を集めている。

「木造３階建て学校等に係る実大火災実験」は、平成 23 年度から 3 か年計画で行われて

いるものである。現行の建築基準法では耐火建築物とすることを義務付けている 3 階建て

の学校にについて、予備実験、準備実験、本実験と実大火災実験を重ねてきた。国土交通

省国土技術政策総合研究所は、プロジェクト研究「木造３階建て学校の火災安全性に関す

る研究」として、平成 25 年 10 月 20 日（日）に岐阜県下呂市において実施した木造３階建

学校の実大火災実験（本実験）の結果概要等を平成 25 年 12 月 24 日に公表した。内装制限

の規制がない学校において、教室（壁・床・天井）とすべての天井をすべて準不燃木材、

にしたうえで本実験が行われた。結果概要等については、ここでは省略する。

今後、この結果を踏まえた報告や、「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法

律」等により、政策的)に校舎の木造化や内装の木質化が増えていく可能性がある。

そこで、現在の学校施設が火災上安全なのか、学校施設火災の実態と問題点を明らかに

するため、次節以降、検討することとする。具体的には、構造別における火災の状況につ

いて調査・分析し、把握することを目的とする。

なお、避難所としての学校の安全性については、本研究には含まないこととする。

1-3.研究方法

学校に関わるデータを個々に整理をし、火災年報１－３)による学校における構造別の経年

変化を見ながら、詳細については 1995 年から 2011 年までの火災報告１－４）の詳細データの

整理・分析を行う。さらに新聞の情報により学校の火災事例をまとめる。

1-4.本論文の構成

上記の研究目的のため、本論文の構成を以下に示す。

第 1 章では、学校施設の避難所としてのアンケート調査結果を示すとともに、近年の「公

共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」等、政策的な校舎の木造化や内装の

木質化の流れの中で、現状の学校施設の火災安全について調査研究する目的を記述した。

第 2 章では、学校の規模や構造の経年変化を、様々なデータを元に比較する。現在の学

校施設の状況を把握した上で、火災の実情と比較する必要があると考えたためである。

第 3 章では、全国から総務省消防庁へ集まる火災報告のデジタルデータについて、1995
年から 2011 年まで情報開示によって手に入れたものを元に、学校に着目して実態を把握す

る。構造別、焼損床面積別、に加え、小学校・中学校での実態のわかるものの調査を行う。
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第 4 章では、第 3 章でまとめた焼損床面積 500 ㎡以上の火災に着目し、新聞記事の掲載

を調査する。新聞記事データベースにより、学校名と住所を特定し、火災の状況を把握、

分析する。

第 5 章では総括として、2 章から 4 章までの結果をまとめる。

1-5.既往の関連研究

学校の火災について、表 1-2 に示す。

参考文献

1-1） 文部科学省大臣官房文教施設企画部施設企画課：「東日本大震災の被害を踏まえた学

校施設の整備について」緊急提言（平成 23 年 7 月 7 日公表）

1-2） 国立教育政策研究所文教施設研究センター：学校施設の防災機能に関する実態調査

の結果について(平成 24 年 12 月 25 日公表)
1-3） 総務省消防庁防災情報室／［編］，火災年報，総務省消防庁防災情報室，1968 年-2011

年

1-4） 総務省消防庁，火災報告，総務省消防庁，1995 年-2011 年

No, 項目 内容等

研究者
松下淸夫、内田祥三、浜田　稔、三山　醇、塚本孝一、御厨敏彦、喜多　薫（以上が、木造学
校建物防火用要綱（案）の執筆を担当された委員）

タイトル 木造校舎防火に関する委員会報告
出版・発行年 日本火災学会「火災」第１巻第４号P142～Ｐ180　1952年
内容 木造公共建物防火要項の中にある、学校建物火災の実相
研究者 塚本孝一
タイトル 学校火災の焼失度について
出版・発行年 日本火災学会「火災」第４巻第１号P27～Ｐ29　1954年
内容 校種別における学校火災の焼失坪数について
研究者 大石　操
タイトル 学校の火災と予防
出版・発行年 日本火災学会「火災」第7巻第3号P107～Ｐ111　1957年
内容 名古屋市内における学校火災について
研究者 Cheater I. Babcock 　中川　繁　訳
タイトル Quarterly  N.F.P.A.  3巻　52号（1959）　シカゴの学校火災
出版・発行年 日本火災学会「火災」第9巻第2号P78～Ｐ88　1959年

内容
1958年12月1日シカゴ市のカトリック小学校　アワー・レディー・オブ・ザ・エンゼルス学院の火
災について

研究者 塚本孝一
タイトル 学校火災の原因について
出版・発行年 日本火災学会「火災」第11巻第3号P266～Ｐ268　1961年
内容 学校火災の原因について、出火箇所・原因別と、人の行為からの検証
研究者 船越　徹、上野　淳、原　坦、寺嶋 修康
タイトル 公立小中学校における火災発生の実態に関する調査
出版・発行年 社団法人日本建築学会 学術講演梗概集. 計画系 59(計画系), 1585-1586, 1984-09-10
内容 昭和53年4月から5年間の区市町村自治体、教育委員会への火災に関するアンケート調査
研究者 鍵屋　浩司、長谷見雄二、北後明彦
タイトル 大規模木造体育館の火災調査 : その 1 火災の概要と火災調査

出版・発行年
一般社団法人日本建築学会 日本建築学会関東支部研究報告集 I (72), 381-384, 2002-
02-28

内容 広島県福山市の大規模修正木造建築の中学校体育館の全焼火災の概要と調査
研究者 長谷見雄二、北後明彦、鍵屋　浩司
タイトル 大規模木造体育館の火災調査 : その 1 火災の概要と炭化層深さ計測

出版・発行年
一般社団法人日本建築学会 学術講演梗概集. A-2, 防火,海洋,情報システム技術 2002,
181-182, 2002-08-02

内容 広島県福山市の大規模修正木造建築の中学校体育館の全焼火災の概要
研究者 東京消防庁予防部調査課
タイトル 棟居における学校火災の現状について
出版・発行年 日本建築防災協会 建築防災 (301), 20-22, 2003-02
内容 平成13年中に東京で発生した学校火災の現状

9

7

6

8

表1-2　既往の研究一覧表

1

2

5

4

3



第 2 章

学校の規模・構造の経年変化
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2-1.本章のねらい

本章では、学校の規模・構造の経年変化を見るために必要な基礎的データの収集・分析

を行う。対象データ、データ範囲、個々の特性にばらつきはあるが、経年変化という共通

軸で比較分析を行うことは、第 3 章の研究に大変有効と考える。

2-2.調査方法

2-2-1.使用データ

使用するデータを表 2-1 に示した。消防白書 2-1)からは防火対象物数を、火災年報 2-2)

からは学校の焼損床面積と出火件数を利用した。学校基本調査 2-3)からは学校数、在学者数

を、公立学校施設実態調査 2-4)からは、学校の校舎の構造別保有面積を利用した。

2-2-2.学校の定義

本研究の第 2 章では、扱うデータによって学校の枠組みが、表 2-2 のようになっている。

消防法施行令（別表第一 第 7 項）に基づく第 2 章のデータは、学校を細分化することは

できないため、そのまま扱う。学校教育法に基づくものについては、小学校、中学校等、

細分化したデータを扱う。

学校基本法における、国立学校（国の設置する学校）、公立学校（地方公共団体の設置す

る学校）、私立学校（学校法人の設置する学校）については、分けることなく学校種別を基

本とした。

表 2-2. 学校に係る関係法令と対象項目

関係法令 学校に関する記述
幼稚
園

小学
校

中学
校

高等
学校

中等

教育

学校

特別

支援

学校

高等

専門

学校

大学
専修
学校

各種
学校

その他こ

れらに類

するもの

学校教育法
（第一章第一条）

幼稚園、小学校、中学校、高等
学校、中等教育学校、特別支援
学校、大学及び高等専門学校

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

消防法施行令
（消防法第八条第一項）

小学校、中学校、高等学校、中
等教育学校、高等専門学校、大
学、専修学校、各種学校その他
これらに類するもの

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

建築基準法
（第二条第二項）

学校（専修学校及び各種学校を
含む。）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

表 2-1. 調査対象データ

名称 担当部署（2013 年現在） データ範囲

（年）

消防白書 2-1） 総務省消防庁 1972-2012

火災年報 2-2） 総務省消防庁防災情報室 1968-2011

学校基本調査 2-3） 文部科学省生涯学習政策局政策課調査統

計企画室

1948-2012

公立学校施設実態調査 2-4） 文部科学省大臣官房文教施設企画部施設

助成課

1974-2012
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2-3.学校規模の変化

2-3-1. 学校数、在学者数の変化

学校数・在学者の経年変化を学校基本調査 2-3）をもとに示す。

図 2-1、図 2-2 に示した学校数の変化は、校種によって特徴が分かれているが小学校、

中学校は少子化に伴い統廃合が進み始め、学校数は減り続けている。小・中学校の学級編

成 2‐5）から見ると、1952 年（昭和 27 年）には学級編成が 1 クラスあたりは 50 人以下だ

小学校 ,  
21,460

中学校 ,
10,699

高等学校（計）,
5,022

専修学校, 3,249

各種学校,1,392
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図 2-1 学校基本調査 学校数（1000 校以上） 1948-2012
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図 2-2 学校基本調査 学校数（1000 校未満） 1948-2012
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ったのを皮切りに、1964 年（昭和 39 年）には 45 人以下、1980 年（昭和 55 年）には 40
人以下と、同学年による学級編成が進み、現在、小学校 1 年生は 35 人以下となっている。

よって、教室使用数は増えているにも関わらず、学校数が減り続けているということにな

る。また、40 人以下という同一学年の学級編成が、複式学級へと変化しても、学校数は 1
のままである。

次に、在学者数の変化を図 2-3、図 2-4 に示す。

小・中学校はほぼ同じ形で変化している。高等学校は進学率が 90％以上の頃から、中学

校と並行した動きになっている。上級学校と呼ばれる校種については、高等学校以外は時

代によって各種学校から高等教育を求めるようになり、小・中学校とのグラフの動きとは

連動していないことがわかる。
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図 2-3 学校基本調査 在学者数（2012 年 100 万人以上） 1948-2012
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2-3-2. 構造別にみる校種別保有面積の変化

公立学校施設実態調査 2-4）をもとに、学校施設の中心となる校舎について、小・中学校

校舎の構造別保有面積の推移を図 2-5 に示す。

この調査 2-4)で扱う構造区分の詳細については、表 2-3 のように定義されている。また、

保有面積とは延床面積を指すが、公立学校施設実態調査（平成 14 年以降が該当）で「棟

ごとに、壁、建具等により風雨を防ぎうる部分の床面積の合計」と定義する建物の面積か

ら、『「借用面積」、「一時的使用面積」及び「未とりこわし面積」を除き、「国庫負担未完成

面積」を加えたもの』とされている。

学校施設（校舎）のうち、1974 年は木造の保有面積が 40％近くあったが、1980 年まで

の 6 年間の間に 20％と半減している。保有面積全体の母数は増加していることから見ても、

構造が木造から鉄筋コンクリート造へと大きく変化したことがわかる。

また、1974 年度から 1976 年度の 3 か年のみ、建築完了をした新増築・改築の面積が調

査 2-4)にあったものを図 2-6 に示す。1974 年は木造の校舎保有面積が 40％近くあったが、

1975 年（1974 年度分）の新増築では、約 98％が鉄筋コンクリート造であり、木造は全体

の 1％にも満たない。改築においても同様である。図 2-5 のグラフにみられる、校舎にお

ける木造比率が 1974 年から 1984 年の 10 年間に 4 分の 1 まで急激に減少した理由が、図

2-6 からわかる。
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図 2-5 小・中学校の校舎における構造別保有面積の推移 1974-2012
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図 2-6 小・中学校校舎の建築完了面積の推移（新増築・改築）1974-1976（年度）

表 2-3 公立学校施設実態調査報告による構造区分詳細表

主要骨組み部分

構造区分
柱 床ばり

けた、

胴差
こう配屋根の小屋組み

木造 木材 木材又は鉄材 木材 木材又は鉄材

鉄筋コンクリート造
鉄筋コンクリート、鉄骨鉄筋コン

クリート又は耐火ひふく鉄骨

鉄骨コンクリート、鉄骨鉄筋コンク

リート、耐火ひふく鉄骨又は鉄骨

鉄骨・そ

の他造

鉄骨造 鉄骨

その他造
木造、鉄筋コンクリート造、鉄骨造以外のもの〔例〕石造、れんが造、

ブロック造
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2-4. 学校の構造別の火災の推移

2-4-1. 防火対象物としての学校数の推移

消防白書 2-1）による防火対象物とは、「150 ㎡以上の小学校、中学校、高等学校、中等教

育学校、高等専門学校、大学、専修学校、各種学校その他これらに類するもの」として、

第 7 項にまとめられる。1972 年（昭和 47 年）からの消防白書による第 7 項における防火

対象物数の推移と学校基本調査の学校数の推移を、図 2-7 で示す。

学校基本調査の学校数の推移は、図 2-1、図 2-2、で示したものに加え、幼稚園、特別支

援学校も加えた総数、その中に含まれる小学校と中学校は縦棒グラフで示す。学校教育法

と消防法の学校の違いについては、すでに述べた。しかし、グラフの動きが学校数の減少

と一致しないのは、防火対象物だけの特徴である。防火対象物データに入っていない、幼

稚園、特別支援学校を入れても学校基本調査の総数値は、防火対象物の半数程度である。

２つのデータの差は、消防法にのみ適用されている「その他これらに類するもの」につい

てのみである。防火対象物第 7 項の火災件数の半分が「その他これらに類するもの」にあ

たるとは考えにくい。学校数は、学校単位で 1 校と数えるが、防火対象物は建築物１つに

対して 1 カウントをする。複数の建物が敷地内に存在するため、学校数と防火対象物の差

はおかしくなく、学校の建築物数が多くなっていることを考えると、火災件数と比較する

ことは、参考資料としてはできる。

図 2-7 防火対象物（第 7 項）の経年変化


